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九州東岸域に地震・津波による大規模災害が発生した際，港湾において緊急物資の

輸送路の確保を検討するためには，港湾施設の被災状況や津波漂流物の状況について

早期に情報を入手する必要があることから，これらの映像情報の収集及び伝送方法の

検討を実施した． 
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1. はじめに 

九州東岸域に地震・津波による大規模災害が発生した

際に，港湾において緊急物資の輸送路の確保を検討する

ために，港湾施設の被災状況や津波漂流物の状況につい

て早期に情報を入手する必要があることから，これらの

映像情報の収集・伝送方法を検討した． 

ここでは，入手すべき情報の検討と，それを映像情報

としてとらえるための映像機器の検討，映像情報の伝送

方法等について，検討内容を報告する． 

2. 被災状況把握のための情報整理 

航路啓開活動において，特に留意する浮遊物の選定と

映像機器検討における要求事項を整理することを目的に，

東日本大震災における資料を収集し整理した．ここに，

特に留意する浮遊物とは，浮遊がれきの撤去方法を決め

る過程で特に留意する必要のある浮遊物を対象とする． 

2.1 各港湾の被災状況 

収集した資料から，航路，泊地及び浮遊物に関する情

報を抽出し，東日本大震災時の港湾の被災状況を整理し

た． 

浮遊物は，FD(フローティングドッグ)，コンテナ，木

材チップ，ポンツーン，丸太，漁船，クルーザー，生活

物資，乗用車，油等であった． 

浮遊物の確認方法は，高台など遠方からの目視確認や

ヘリ情報であり，震災４日目以降からは，新規の浮遊物

に関する情報はなかった． 

2.2 各港における啓開状況 

東北地方整備局港湾空港部及び関東地方整備局のホー

ムページから，各港における啓開状況の情報を入手し，

啓開状況を整理した． 

八戸港では， 

・コンテナヤードから多くのコンテナが流出した 

→第一船だまりへ揚収 

・製紙会社から多くの製品ロール・古紙束が流出した 

→プライベートバースへ揚収 

等の記述があった． 

 宮古港では， 

 ・藤原地区は，背後地に仮置き中の木材が港内に流出 

  し漁網に絡まるなどして浮遊物が多く航行の障害に 

なっている 

 ・シルトプロテクターによる封じ込めを行い，風によ 

  る浮遊物の拡散移動防止を図った 

等の記述があった． 

 茨城港，鹿島港でも， 

 ・自動車が津波により漂流して拡散 

 ・駐車車両が漂流・散乱 

 ・自動車等が津波で漂流 

等の記述がみられた． 

2.3 映像情報の収集整理 

浮遊がれきの実際の浮遊状況を確認するために，東日

本大震災時の監視カメラ等の映像情報を収集した． 

東北地方整備局港湾空港部のホームページ等から，浮

遊物に関する写真等を抽出した． 

写真-1に宮古港の浮遊物の状況，写真-2に仙台塩釜港

の障害物揚収状況を示す． 
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写真-2 障害物揚収作業(コンテナ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4 浮遊物の沈下 

浮遊物の水没までの時間については，以下のような知

見がある． 

自動車：６分，ワンボックスカー：８分 

コンテナ：約24時間 

2.5 港湾の類型化 

東日本大震災の被災港湾と九州東岸域の港湾の特性に

配慮して，各港湾における漂流物の発生等を想定するた

め，港湾の類型化を検討した． 

検討は東日本大震災時の主な津波流出物である，コン

テナ，自動車，原木について整理した． 

（1）コンテナ 

東日本大震災時のコンテナ流出量と被災港湾のコンテ

ナ取扱貨物量とに関連がみられることから，九州東岸域

でコンテナ取扱貨物量の多い，大分港，細島港，志布志

港において，大規模災害発生時にコンテナの流出が考え

られる． 

（2）自動車 
コンテナと同様に，流出状況と完成自動車の取扱貨物

量との関係から，九州東岸域では，大分港，細島港，宮

崎港において，大規模災害発生時に自動車の流出が考え

られる． 

（3）原木 
同様に原木の取扱貨物量から，九州東岸域では，大分

港，細島港，志布志港で，大規模災害発生時に原木の流

出が考えられる． 

2.6 特に留意する浮遊物 

以上のような情報収集整理の内容から，浮遊物の種類

と撤去方法の関係について，撤去方法を決める過程で特

に留意する浮遊物の種類と理由を以下のように整理した． 

（1）がれき・木材等 

・時間の経過により水没せず，水面上に浮遊した状 

態のままである 

・風・潮流により移動する 

・多量の木材等は船舶のスクリューに損傷を与え，

航行不能状態になることが想定される 

（2）漁網・漁具 

・水面上から水中にかけて浮遊するため，船舶のス

クリューにからみ航行不能状態になることが想定

される 

このような，特に留意する浮遊物を映像情報として取

得するためには，以下のような機能が要求される． 

（1）動画・連続写真撮影機能 

・特に留意する浮遊物が，風，潮流により移動する

ため 

（2）水平回転機能 

・特に留意する浮遊物が，風，潮流により移動する

ため 

（3）ズーム機能 

・特に留意する浮遊物が何であるか特定するため 

3. 被災状況把握のための映像機器の検討 

前項でとりまとめた，「特に留意する浮遊物」を映像情

報としてとらえるための，カメラ等の設置場所や映像機

器の仕様の検討を行った． 
設置を検討した港湾は，大分港，細島港，宮崎港，志

布志港の４港とした． 

3.1 機器設置場所の検討 

カメラ等の機器設置場所は，特に留意する浮遊物を識

別できる箇所，航路及び主要な港湾施設の見通しが効く

箇所を選定する． 

電源，配電盤等を含む情報取得機器の設置場所の耐震

性は要求事項である．また，耐水性や視認性も重要な要

求事項となる． 

耐震性，耐水性の要求事項は，津波ハザードマップ，

ゆれやすさマップ，液状化マップなどの公表資料によっ

て検討した． 

映像情報撮影範囲は，大規模災害時に，緊急支援物資

輸送船が着岸する耐震強化岸壁とその前面泊地を含む範

囲とした． 

機器設置場所は各港複数の候補地を，現地踏査を踏ま

えて選定し，比較検討を行った． 

図-1に大分港の映像情報撮影範囲と機器設置場所候補

を示す．また，表-１に大分港の場合の機器設置場所候補

の評価を示す． 

 

3.2 機器仕様及び具体的な機器の検討 

（1）映像情報取得機器の仕様 

特に留意する浮遊物との関係では，映像情報取得機器

の機能を以下の３点に整理したが，その他の要求事項に

ついても検討した． 
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図-1 大分港の検討範囲 

表-1 機器設置場所候補の評価(大分港) 

表-2 映像情報取得機器の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・動画・連続写真撮影機能 

・水平回転機能 

・ズーム機能 

 ①防塵性・耐水性 

   屋外に設置することから，防塵性・耐水性が求め

られる． 

   防塵性については，粉塵が機器の内部に侵入し，

非常時に機能しないことを避ける程度(完全に防止

する)とする． 

   耐水性については，機器の内部に水が浸入し，非

常時に使用できないことを避ける程度(いかなる方

向から水の直接噴流を受けても内部に水が入らな

い)以上とする． 

 ②有効画素数 

   一般的な映像情報取得機器の撮影サイズ等を参考

に，実際の写真などから，80万画素数以上あれば判

定可能と考えた． 

 ③ズーム機能 

   特に留意する浮遊物を撮影した映像を一般的なノ

ートパソコンに表示した場合に，画面上で 0.5cm 以

上の大きさに映れば浮遊物の種類等の確認が可能と

推定して検討した．浮遊物は長さが２mあるものと想

定した． 

 ④機器仕様 

   以上の内容を整理し，映像情報取得機器の仕様を

まとめた． 

   表-2に機器仕様の一例を示す． 

 

 

 

 

 

 

注）撮影距離500m，イメージセンサー1/3インチの場合 

※1水平回転機能：現地踏査した４港湾から設定 

※2ズーム機能：撮影した映像を15インチディスプレイで 

100%表示した場合 

 

 ⑤夜間撮影 

   24時間映像情報を取得するためには，夜間撮影が 

可能なカメラを選択する必要がある． 

 24時間映像情報を取得するためには，可視カメラ 

と赤外線カメラの併用が望ましい． 

（2）先行事例 

先行する事例について，文献・資料を収集した． 
今回の目的に近く，先行事例，活用事例があるシステ

ムに関して，詳細な資料収集を行った． 
①沿岸津波監視システム 
②陸上設置型監視カメラシステム 
③ＵＡＶ(無人航空機) 

3.3 機器の設置方法の検討 

前項で比較検討した機器を対象に，耐震性を考慮した1

つの設置方法について検討した． 

また，災害時においても稼働できる電源の供給方法や

映像情報の伝送方法について検討した． 

大規模災害発生時の電源供給方法，情報伝送方式に必

要な条件は，以下の２点である． 

①大規模災害発生時に３日間の電源が確保できる供給 

方法 

 ②大規模災害発生後においても情報伝送方式の手段が 

確保できる回線 

 これは，東日本大震災時の港湾における初動対応が，

震災後３日目から緊急物資輸送のための航路等の啓開を

開始していること，またその時点でも多くの情報通信回

線が不通状態で，停電戸数が 150 万戸であったことによ

る． 

（1）機器の設置方法 

各港の映像情報取得機器の設置個所候補の機器設置方
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表-3 機器設置方法の検討結果 

図-3 インマルサットのイメージ図 

図-4 情報の伝送方式の概念図 

図-2 情報の伝送先 

法は，建物の屋上に支柱を設置する方法と，地面に支柱

を設置する方法の二通りの方法がある． 

各港の機器設置方法の検討結果を表-3に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）電源の供給方法 

大規模災害発生後の３日間の電源確保を商用電源に頼

ることはできない．従って，河川用CCTV，道路監視用カ

メラ等で実績のある一般的な非常用電源装置と商用電源

に頼らないオフグリッドシステムについて比較検討した． 

実績及びメンテナンスの容易性からオフグリッドシス

テムを採用する． 

（3）映像情報の伝送方式 

情報の伝送先は図-2に示す３箇所とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報の伝達方法は，耐災害性を考慮して安定的に情報

を伝達できる衛星通信に頼らざるを得ない． 

大規模災害発生時に陸上及び船舶で使用可能，かつデ

ータ通信も可能なことが伝送方式の条件であることから，

インマルサットのシステムが，大規模災害時の伝送方式

を確保する伝送方式として適している． 

情報の伝送先に船舶を含むことから，インマルサット

FBとインマルサットBGANの併用とする． 

なお，インマルサットは，映像情報取得機器の遠隔操

作（ズーム撮影，撮影方向変更）の実績がないため，技

術的に遠隔操作が可能か，更に調査が必要である． 

インマルサットBGANのイメージを図-3に示す． 

映像情報取得機器の遠隔操作の実績があるものとして，

無線通信がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の検討から，設置型の映像情報取得機器から伝送

先までの伝送方式として，無線通信と衛星通信を併用す 

る場合(図-4に概念図を示す)と，衛星通信のみを使用す

る場合の二通りを考えた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. まとめ 

九州東岸域に地震・津波による大規模災害が発生した

際に，港湾において緊急物資の輸送路の確保を検討する

ために，入手すべき情報と，それを映像情報としてとら

えるための映像機器，映像情報の伝送方法等について検

討した． 

なお，本稿は国土交通省九州地方整備局発注による「大

規模災害発生時における被災状況把握のための情報収集

伝送検討調査」での検討の一部を取りまとめたものであ

る． 

検討の実施に当たっては，関係者各位のご指導，助言

を得て取りまとめた．ここに記して厚く御礼申し上げま

す． 
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